
建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則の一部改正について

＜お知らせ＞

※１『特定建築物維持管理権原者』
○特定建築物の所有者、占有者その他の者で当該特定建築物の維持管理について権原を有する
もの
「特定建築物の維持管理を行うのに必要な権限を有し、自らの判断と責任に基づき維持管理を行

うものであり、建築物環境衛生管理基準の遵守等の義務を負います。」

※２『特定建築物所有者等』（届出義務者）
○特定建築物の所有者又は所有者以外のもので特定建築物の全部を管理する権原を有するもの
「当該特定建築物の滅失・毀損を防止し、その価値を維持し、それを利用及び改良するのに必要

な権限を有し、特定建築物の全部の管理を行うものであり、建築物環境衛生管理技術者の選任、
帳簿書類の保存等の義務を負います。」

※３『権原を有する書類』
○特定建築物維持管理権原者の場合
自らの判断により、特定建築物の維持管理を行えると証明できるもの。
（法令に基づき権原を有する場合除く。）

○特定建築物所有者等の場合
自らの判断により、特定建築物の全部の管理を行えると証明できるもの。
（法令に基づき権原を有する場合除く。）

（電話）077-522-7372 （FAX）077-522-7373

〒520-0801 大津市浜大津四丁目1番1号

主な改正内容は！！
（１）
特定建築物維持管理権原者の届出が必要となりました。

（２）
特定建築物維持管理権原者及び届出者が当該特定建築物の

所有者と異なるときは、その権原を証する書類の提出が必要と
なります。

※重要！！
既存の特定建築物では、平成２３年９月３０日までに特定建

築物維持管理権原者を届出る必要があります。
＜注意＞
この場合においても、特定建築物維持管理権原者及び届

出者が当該特定建築物の所有者と異なるときは、その権原を
証する書類の添付が必要となります。

近年、建築物の所有及び管理の形態が多様化していることから、「特定建築物の維持管理について権原を有
する者（特定建築物維持管理権原者）」と「特定建築物の所有者又は全部の管理について権原を有する者（特
定建築物所有者等）」が異なる事例があり、特定建築物の維持管理を行う義務を負う特定建築物維持管理権
原者を把握することが困難であったため、特定建築物維持管理権原者を適切に把握するため、建築物におけ
る衛生的環境の確保に関する法律施行規則の一部が改正されました。


